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よる｢発 見学習｣と その学習観 との比較を通 して､野
瀬の｢学 び方｣教 育論の独 自性を明らかにした｡野瀬
は｢学 び方｣と い う｢型｣が あることを認めつつ も､
その｢型｣を 習熟 し､自由に使いこなせ ることができ
れば､｢型｣に とらわれない｢自 主学習｣が できるとい
う主張をしていた｡そ して､そ の｢型｣に 習熟するた




広岡 との比較では､広 岡による｢学 び方の能力｣の
分類を用いて検討 した｡野 瀬は､教 育活動全般で､広
岡の分類でい う｢計画過程面｣を 重視 していたのに対
し､広 岡は教科指導では｢認 知過程面｣を 重視 し､生





｢型｣批判 と｢低次の未分化｣批 判に即 して考察 した｡
｢型｣批判に関して､1年生と6年生国語科の授業実践
で検討 した結果､確 かに｢型｣に はめている場面が見
られた｡し か し､6年生の授業ではその揚面が少なく､




授業実践を基に検討 した｡そ の結果､計 画的な学習の
中で探究的な活動を行っており､｢低次の未分化｣で は
なく｢統合｣さ れていることが伺えた｡
これ より本稿では､野 瀬の｢学 び方｣教 育論によっ
て､自 由に｢自 主学習｣の できる生徒を育成できるこ
と､ま た計画的に探究的な学習を行 える生徒が育成で
きるとい う意義を明らかに した｡し か し､授業実践で
は｢型｣は めになっている場面も見られることから､
野瀬が具体的に言及 していない教師個人の力量によっ
て｢型｣は めになってしま うとい う課題があることが
明らかとなった｡
本稿に残 された課題 としては､授 業での教育技術や
｢学び方｣教 育の評価､父母 を含めた意識改革など､
｢学び方｣教 育を実践 してい く際の問題が挙げられる｡
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【卒業論文要旨】
梅根悟のカリキュラム論に関する一考察
中西修一朗（SHUICHIRO N北加ishi)
今日、いわゆるゆとり教育が終わりを迎え、系統的
知識の習得が再び重視され始めている。この状況は、
新教育カリキュラムの民間研究が興隆し、そして抑圧
されていった戦後期と相似をなしている。梅根悟
(1903・1980）は、この時期の新教育運動を牽引し、現在
も多くの実践を生んでいる日本生活連盟の母体である
コア・カリキュラム連盟創設の中心的役割を担った。
さらに1970年代には教育課程改革試案の作成を主導し
て現在の総合的な学習の時間の基礎を作っている。本
稿では、梅根が戦後の新教育興隆期において何を目指
し、どのようなカリキュラムを編成したのかを再検討
した。
先行研究を術敵すると、第一に、その構造や名称に
至るまで固まぐるしく変化する当時の単元論の変遷を、
梅根個人に焦点をあてて包括的に捉えた研究は無い。
第二に、問題解決学習論についてその三層の構造論を、
実際の単元との対応を踏まえて論じたものは管見の限
り無い。
本稿では、戦後新教育運動期の梅根のカリキュラム
論の一つの到達点である三層四領域論と問題解決学習
論の成立とその性質について、特に彼の単元論と生活
観に注目して検討した。
第一章では、戦前から戦後への梅根の生活観と単
元論の深まりを概観した。戦前においては、戦後にも
一貫した子どもの生活を中心に据えた教育論がみられ
たが、それはあくまで全体主義的な教育論へと結び付
けられていた。ここから戦後にかけて、社会という側
面を爵見した単元構想論への深まりが見られる。
第二章では、まず勝田梅根論争から、社会科の位置
づけ、問題解決学習観、系統性についてという三つの
論点を導いた。そして、当時の梅根のカリキュラム論
を捉えるためにそれぞれを、単元構成論としての三層
四領域論の成立、それを理論付けた問題解決学習論、
問題の系統性を支えるべく整理された「日本社会の基
本問題Jに焦点化して検討した。
戦後の梅根は、生活教育が活動主義で終わらないた
めに、問題単元をコアへ入れることを提起し、議論の
姐上に乗せた。そして、それを三層四領域論として整
理した。本稿では、その過程で現れた困層四領域論に
も注目することで、その実態に追った。
そして、問題解決学習論の深まりを検討したのち、
その単元との関係性を確認した。梅根は、問題解決的
思考を「実践内思考」、「非実践的思考」、「実践的思考」
に大別し、それぞれが「実践単元」、「耕オ単元J、「問
題単元」に対応するとしていた。梅根は、問題単元を
カリキュラム全体を構成する鍵として捉えており、実
践単元の反省を踏まえて、それを一般化した問題を扱
う単元としている。
問題解決学習論によって、三層論が理論づけられた
一方で、四領域論も再検討され、「日本社会の基本問
題j として、問題単元における学習内容がまとめられ
た。これは、系統性の無さに対する批判を克服する意
図を持っていた。
第三章では、当時の代表的問題単元として、「西陣
織」の実践に着目した。そこには、梅根の問題解決論
をみることができる。しかし、実践単元や教材単元と
問題単元の関わりという視点が失われていた。
以上、本稿では梅根のカリキュラム論を単元構成
論の面から検討してきた。梅根のカリキュラム論は、
適応主義という批判を乗りこえ、実践性に根差しなが
らも社会の問題に迫る学習を子どもがなすものであり、
そのためにカリキュラム全体の単元構成を求めるもの
であった。しかし、必ずしも実践に結実しているとは
いえない。その原因として本稿では、実践との関わり
の中で三層論が問題単元の中に解消しており、梅根の
理論もそれを許容する甘さを含んでいたことを明らか
にした。
梅根の本意は、あくまで単元がカリキュラム全体
の中で位置付くことにあったといってよい。これが、
その後の実践や、 1970年代に梅根が中心となって編成
した教育課程改革試案で、知何に活かされたのかは本
稿において検討できていない。また、勝田梅根論争の
終わりにおいて、梅根は生活綴方がコアコースとなり
得ると注目していたが、生活緩方とコア・カリキュラ
ムがその後どのように関わっていったのかについても
言及していない。今後の課題としたい。
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【卒業論文要旨】
勝目守ーの教養概念に関する検討
本宮裕示郎但ONGUYi可註o)
本稿では、戦後を代表する教育学者の一人である
勝田守ーが唱えた教養概念に焦点をあてて検討を行っ
た。勝田は、戦後日本の教育の再建と国民教育の創造・
発展に寄与するという実践的な関心に裏打ちされなが
ら、そのような目的を果たしうる教育学を、人間の科
学として構想するよう努めた。なかでも、勝田は自ら
の教育学構想、において重要な概念として教養を提起し
た。
そこで本稿では、勝田の教育学構想における教養概
念の重要性を確認し独自性を明らかにするために、教
養思想、において勝目に影響を与えたとされるフランス
の物理学者ポール・ランジュヴァン（Pa叫Langevin）の
教養概念との比較を通して、勝目の教養概念を検討し
た。
教養概念の定義を行った 1964年の著作『能力と発
達と学習－教育学入門 I－』に至るまでの教養に関す
る勝田の歩みからは、戦後間もない時期からランジュ
ヴァンの影響を色濃く受けていたことが明らかとなっ
た。しかし、勝田とランジュヴァンの関連が勝田自身
の論考や先行研究において不明瞭で、あったため、材高
ではランジュヴァンの教養概念の形成過程を概観した
上で、両者の比較を行った。
まず、比較を通して、歴史的な見地を重要視した
点と教養により人間を結びつけようとした点が両者に
共通することが明らかとなった。しかし、人間が引き
離されている現状は同じでも、その現状を引き起こし
た社会的な背景には差異があり、両者の教養は異なる
概念となっていた。
具体的には、フランスにおいては、複線型の学校
体系が人々の孤立化を生じさせていたため、ランジュ
ヴァンはその対策として、「人間を結びつける」ことが
できる教養の内容として生きた科学を提言した。対し
て、日本においては、労働や学校に加えて、教養自身
が人々に孤立化を招いていたため、勝田は教養の内容
を探究するだけではなく、教養とは何かという教養観
の捉え直しも同時に行う必要が生じていた。
両者の教養概念については、ランジュヴァンが非
連続的な関係にある学校と生活の接点、として教養を定
義することでその関係を連続的なものにしようと試み
たのに対して、勝田は学校と生活の関係を非連続的に
したままで、そこで必要となる「同化し支配するJ能
力を教養と定義した。両者の教養概念の比較により、
勝目の教養概念の独自性が「同化し支配する」という
点と教養を能力と捉えた点にあることが明らかとなっ
た。
次に、比較によって明瞭となった勝田の教養概念
の独自性を勝目の能力観を踏まえた上で、「支配」、
「同化j、そして、「非連続性jに焦点を当てて、その
具体像を探った。この作業を通して、「支配Jが勝目の
問題意識にある「下からの」自主性を象徴しており、
「同化」が何かを取り入れるだけではなく、働き返す
意味が思想の背後に含まれることが明らかとなった。
また、勝田は「非連続性Jを発達の契機ととらえ、発
達のためには、科学的概念の歴史性・体系性により、
子どもが自らを社会化するとともに、社会の創造を要
求していたことが明らかとなった。
本稿での検討を踏まえると、勝田の教養概念は、勝
田の問題意識で、あった、影響を与える存在とその存在
に働き返す存在の構図を象徴していた。
勝田の思想、は絶えず働きを与えることと、働き返す
ことの関係の中で考察が行われており、勝田の教養の
定義における「同化から支配Jという動きもまたその
関係と同じ構図で表現されていた。また、「支配」とい
う言葉を使っている点には、そのような関係の中でも、
勝目が個人の形成を重視し、「下からの」自主性を要求
した勝田の意図を読み取ることができた。つまり、勝
目の教養概念には勝田の思想と意図が端的に反映され
ており、そのような観点から見て、勝田の教育学構想、
において教養概念が重要な位置にあったと言うことが
できるだろう。
なお、本稿では1964年までにおける勝田の教養概念
を中心にその重要性を確認したが、勝田の思想、をより
明確にするためには、 1964年以降の勝田の思想の展開
を含めての検討が必要だろう。また、ランジュヴァン
との比較においては、原典との比較とともに、ランジ
ュヴァンの教養概念がそもそもどのように形成された
かを考察する必要がある。
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【卒業論文要旨】
大村はまの国語科単元学習に関する一考察
一一カリキュラム構想に着目して一一
三森彩乃(MITSUMORIAyano) 
国語教育史を明らかにすることを試みた田近淘ーに
よれば、国語教育史上の単元学習は、 1945年～51年の
第一期と、1975年以降の第二期に分けることができるlo
第一期の単元学習は、直接的には経験主義国語教育観
に立つ1947年度学習指導要領試案の影響を受けて始ま
った。単元学習の急な展開に現場は混乱し挫折の方向
をたどっていった。単元学習への批判を代表するもの
は、学力をつけていないという問題であり、これは、
学力とは何か、国語科における教育内容とは何か、と
いう学力観・内容観の問題を提起した。学力問題と密
接にかかわる形で、教育内容をどのように定め、配列
するかという系統性の問題も、主要な論点のーっとな
った。端的にいえば、国語科単元学習には系統性への
意識がない、または薄いという批判で、あった。その後、
単元学習は、第二期として 1975年頃から再び国語科教
育に取り上げられるようになった。
大村はまは、単元学習を推進した実践家の一人であ
る。国語教育史上では衰退や復興を経た単元学習であ
るが、大村はその問、一貫して単元学習に取り組んで
いた。本稿では、単元学習の抱える問題のうち、特に
系統性の問題に着目し、大村単元学習の意義を明らか
にすることを試みた。
第一章では、大村はま単元学習成立の背景をとらえ
直し、大村はまの単元学習に対する基本的な考え方を
明らかにした。大村は、大学での幅広い学び、無から
の授業づくり、芦田恵之助や西尾実との出会いを経て、
蓄積した経験と問題意識をもとに、単元学習の目的と
方法を導き出した。戦後の民主社会で必要となる「ほ
んとうの国語の力J2を模索した大村は、国語科の教育
内容を言語生活と考えた。また、言語生活の指導にお
いては、生活の実態から取材した単元である経験単元
を用いることを強調した。大村単元学習の基本的立場
は、経験単元を組織して学習することによって、教室
1田町旬一『戦後国語教育問題史増補制大修館書店、 l朔年、再255-2570
2大村はま『大村はま国語教室1』筑摩書房、 1982年、 p.80
を言語生活の場にし、実際の生活で用いることのでき
る言語生活力をつける、というあり方で、あった。さら
に大村は、学力、すなわち言語生活力を保障するとい
うことに自覚的であり、そのために学習者が主体的に
言語活動に取り組むことのできる「実の場jを設ける
ことを大切にした。
第二章では、大村によって実践された 1972年度から
74年度の 3年間のカリキュラムに基づき、その系統性
を明らかにすることを試みた。3年間の集大成とも言え
る大単元「外国の人は日本（日本人）をこのように見
ている」におけるこつの言語活動に着目し、それまで
のカリキュラムにどのような布石が敷かれていたかを
たどった。学習の実際を知るための資料として、『大村
はま国語教室』全15巻別冊1巻、及び鳴門教育大学所
蔵の学習記録複製物を用いた。
まず、読み、観点に即してまとめる活動については、
テキストと観点に焦点を当てて分析した。その結果、
テキストの内容面では、身近なものから遠くのものへ
といった場の広がりがあることが、テキストの文体面
では、情報の読み取りの難度が高くなっていくことが
分かった。観点には具体から抽象への系統性が見られ
た。次に、話し合いの活動では、形式面に着目し分析
した結果、話し合う内容に広がりが見られ、進行も複
雑になっていくことが分かった。さらに、話し合い活
動の系統的な指導の結果、学習者が複雑な思考を行っ
たりそれを流れに沿って発言したりする力をつけてい
たことが分かった。
単元「外国の人は日本（日本人）をこのように見て
いるJまでには、同じ活動が複数回組み込まれ、その
度に活動に、深化があったと言える。また、その深化に
は方向性があり、そこに系統性があったことも指摘で
きる。そうした方向性や系統性は、大村の考える「ほ
んとうの国語の力j f社会で実際に用いることのでき
る言語生活力」に向かっていた。また、活動の度に深
化があったのは、一つ一つの活動のなかで学習者たち
が着実に力をつけていたからこそである。
大村単元学習の意義は、学習者に力をつけていく方
法として、活動を「言語生活力」へと向かった系統性
にしたがって深化させていたことで、あったと言える。
今後の課題は、着目した活動以外の活動、たとえば、
「学習記録」等の通底的に取り組まれた活動について
考察し、大村単元学習全体の系統性をより明らかにす
ることである。
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【卒業論文要旨】
佐長健司による社会科ディベート
授業の理論と実践
六車有紀子(MUGURUMAYu恒ko)
ディベート授業は1990年代頃から日本で広く取り入
れられるようになり、現行の中学校社会科・高等学校
公民科の学習指導要領解説にも記述されているように、
現在でもその必要性が認識されている。しかしその一
方で、ディベート授業への批判も数多く寄せられてい
る。主な批判には、①教師が自身の価値観を教え込ん
でしまうことを恐れるあまり、価値判断指導が欠如し
ている、②ディベートの二者択一形式は非現実的であ
る、③生徒主体学習を目標にしながらも論題の決定は
教師が行うなど、生徒主体学習が不完全である、④一
年の3分の1を一つのテーマで、費やすなど、膨大な授
業時間数がかかる、などがある。
佐賀大学教授の佐長健司は、ディベートが学校教育
に広がり始めた1980年代後半から現在にかけてディベ
ート授業を推進し、上記のような批判を意識しながら
理論と実践を展開している。佐長は社会科の目標であ
る「公民的資質の育成」を、社会が自分たち成員の意
思によって形成されることを自覚し、社会形成を考え
る知識やその考えを他者と検討する能力を育成するこ
とだと捉えている。そして、このような資質を育成す
るためには、社会的問題を扱い、議論を通して自らの
主張を練り上げていくような学習が必要になり、それ
を実現する学習形態がディベートであると主張する。
佐長はディベート授業に必要な様々な指導を構想し
ているが、その根底にはいずれもトワーノレミンモデル
を利用してかみ合った議論を展開させようとする意図
があることがうかがえる。まず、リサーチ指導では、
エピデンス・カードを用いて発言内容をデータ・結論・
理由付けに分けることで、事実と意見を区別し根拠に
基づいた発言を促している。次に、尋問・反駁指導で
は、リサーチ指導と同様に発言を分け、データに対す
る尋問や理由付けに対する尋問を行う。そして、それ
をもとに反駁を行うことで、すれ違いの発言を極力少
なくし、相手の議論をよりよく捉えさせようとしてい
る。さらに、価値判断指導では、社会的な価値を幸福
と正義の二っと捉え、尋問・反駁指導と同様の方法で
肯定側・否定側双方の議論の強弱を比べる。そののち、
両者の価値実現の大きさを比較させることが必要であ
ると述べる。
佐長の理論を用いたディベート実践に、佐賀大学教
育学部附属中学校の石松正和が第3学年公民的分野
「現代社会と家族Jの単元で行った「夫婦が別の姓を
名乗ることは認められるべきである」という論題での
デ、イベートがある。この実践では、「現代社会と家族J
の単元を全7時間構成とし、前半3時間で概要をつか
ませ、後半4時間に2つのディベートを取り入れた。
論題は教科書に掲載された4つの中から生徒の希望を
聞いて決定された。リサーチではエピデンス・カード
とほぼ同じ形式の「情報カード」を用いて’情報を整理
させた。また、「作戦表lJに立論・反対尋問・最終弁
論の内容を記入させ、「作戦表2Jを利用して予想され
る反対尋問に対してどう答えるかを考えさせた。
ディベート本番での生徒の発言をみると、リサーチ
指導や尋問・反駁指導によって、客観的なデータに基
づくかみ合った議論が展開されていることがわかる。
その一方で、資料不足のためデータに基づかない発言
がみられるなど、リサーチの方法やデータ利用などの
面で改善すべき点がみられた。また、前述したディベ
ートへの批判①～④に対応させて考えると、①価値判
断指導はこの実践では行われていなし、。②二者択一形
式に関しては、この場合論題が二者択一形式でも十分
に現実性をもつものであり、適切な選択といえる。③
不完全な生徒主体学習に関しては、生徒の要望を論題
決定に取り入れている点は評価できるものの、生徒が
ーから論題の作成や妥当性の評価を行ったわけで、はな
いため不十分である。④授業時間数に関しては、一単
元7時間という構成は妥当であると考えられる。
佐長の理論と実践を総合して考えると、価値判断指
導は実践レベルでは明確に表れていないものの、理論
面では従来のディベート授業と違って積極的に取り組
もうとしている点でたいへん意義がある。二者択一形
式、授業時間数についても論題や授業者の工夫により
批判をある程度乗り越えられていると考えられる。そ
の一方で、不十分で、あったリサーチや反駁、価値判断
等を充実させると、授業時間数の課題が再度浮上して
くることが予想される。また、ディベートが生徒の社
会形成能力向上にどの程度役立つかについては、今後
アフター・ディベートの検討が必要である。
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